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編 集 後 記鹿児島市医報投稿規程

　投稿者は原則として，鹿児島市医師会会員とする。ただし本会あるいは編集委員会が必要と認め執筆を依頼した
もの及び各種部会・委員会が事務局担当者へ執筆を依頼したものに関してはその限りではない。

投稿資格

この規程の変更は本編集委員会の議決及び鹿児島市医師会理事会の承認を要する。
この規程は平成１７年２月７日から施行する。
この規程は平成１９年４月５日から一部改正施行する。
この規程は平成１９年１１月１６日一部改正。投稿規則８項の施行は平成２０年４月１日とする。

附　則

原稿の採否,掲載コーナーについては編集委員会で決定する。

原稿分量は原則として【別表１】のとおりとする。

図・表・写真を掲載する場合はサイズを文字数に換算して【別表２参照】原稿分量の規程範囲内に収めることと
する。ただし,編集委員会から依頼した場合はその限りではない。

原稿は原則として返却しない。（写真・ＣＤ・フラッシュメモリ等は返却する。）

他の文献を引用する場合は,原稿中にその旨明記しなければならない。
また,その際に著作権料が発生する場合は,原則として投稿者本人の負担とする。

論文に関する投稿は,人権及び動物愛護,個人情報保護法に十分配慮しなければならない。

「鹿児島市医報」に掲載された原稿の著作権は,鹿児島市医師会に帰属する。他誌に転載する場合には,編集委
員会及び理事会の議を経ることとする。

「鹿児島市医報」に掲載された記事の別刷りを希望する場合は経費の実費（全額）を執筆者負担とする。
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投稿規則

コーナー

論説と話題

医療トピックス

学      術

思 う こ と

随筆・その他

鹿市医図書室

区・支部だより

各種部会だより

各 種 報 告

3，000字以内・医報２頁

3，000字以内・医報２頁

6，000字以内・医報４頁

3，000字以内・医報２頁

6，000字以内・医報４頁

1，500字以内・医報１頁

1，500字以内・医報１頁

1，500字以内・医報１頁

1，500字以内・医報１頁

原稿分量
【別表１】

約５cm 

約7cm 

約9.５cm 

約14.５cm 

基　本　形
約２００字

半頁の大きさ
約７５０字

【別表2】

企業等によるSNSの運用は増加傾向にある。鹿児島
県における企業等のSNS運用は10年ほど前までは先進
的な飲食店や若手経営者の一部が試験的に導入する
ケースがある程度で，「SNSは若者がするもの，ビジネス
に関係がない」という認識が一般的だった（図表1）。そ
の後，ショート動画などが若者を中心に人気を博し，
Instagramの運用を開始する企業等が出てきたが，そ
れでも視覚的に訴求しやすいコンテンツと親和性の高い
飲食店など一部の業種による運用にとどまっていた。
　この状況を大きく変えたのがコロナ禍だった。県内で
企業等のSNSの運用支援などデジタル分野全般の講
座・セミナーを手がけるCoCoDigi代表の富田貴子氏に
よると「コロナ禍により実店舗への来客が激減したこと
で，多くの企業等がオンラインでの顧客接点を求めた。
特に飲食店では自粛期間中もSNSで情報発信を続け，
営業再開後への集客を図るところもあった」と話す。

「2022年以降，現在に至るまで“アカウントを持っている
だけ，投稿するだけ”の状況から“SNSを戦略的・効率
的に運用を目指す成熟期への移行期”となっている」

（富田氏）。　　　　　　　　　　　

　当研究所の「県内企業・業況調査」の対象先企業
に，SNSの運用状況について調査したところ，「アカウント
をもっており，発信を行っている」と回答した企業は
55 . 8％となった（図表2）。業種別にみると，小売業

（70.6％）が最も多く，個人との接点が少ない卸売業
（33.3％）を除く全ての業種で半数超がSNSを運用して
いる。また，「アカウントを持っているが，発信などはしてい
ない」（6.7％）を加えた6割強がアカウントを持っており，今
後「アカウントを持つことや，発信することを検討してい
る」企業は8.7％だった。　　　　
　SNSを運用している企業等（「アカウントをもっており，
発信を行っている」と回答した企業，以下同じ）が利用し
ているSNSサービスは「Instagram」が91.4％と最も多
く，「Facebook」（44.0％），LINE（40.5％），「YouTube」
（33.6％）が続いた（図表3）。また，SNSを運用している
企業等の73.3％が複数のサービスを利用している。　　
　　　　　　　　　　　　　

　企業等によるSNS運用増加の要因の一つに，企業等
が経営における様々なシーンでSNSを活用できることに
気づいたことが挙げられる。SNSを運用している企業等
に利用目的を尋ねたところ，「自社の知名度・認知度の
向上」が87.9％と最も多く，「自社製品・サービスの認知，
イメージ向上」（73.3％），「販促（キャンペーン，セールな
ど）」（59.5％）が続き，多様な目的でSNSが活用されてい
ることがうかがえる（図表4）。以下，SNSの活用効果を
挙げる。　　　　　　　　　　　

（1）認知度向上・ブランディング　　　　　　
　広告全般に加えSNS運用支援なども手掛ける総広

（鹿児島市）の中島慎一郎氏は「企業のSNS運用の最
大の目的はブランディング。多くの人に自社の存在を知っ
てもらいたい，また自社の商品・サービスを知ってもらい
たいとの目的でSNS運用を始める企業が多い」と話す。
競争が激化する中，SNSで他社商品・サービスとの差
別化をアピールできれば，販売などにもつなげることも可
能となる。実際，SNSを運用している企業等が得られた
効果としても「フォロワー数増加」（57.8％），「SNSを見て
問い合わせがあった」（40.5％），「ブランド認知の向上」

（37.9％）が多くなっており，一定の効果が得られていると
みられる（図表5）。　　　　　　

（2）販路拡大　　　　　　　　　　　　　
　SNSの活用は新規顧客の獲得や来店者数・売上高
の増加などを通じた販路拡大にも有効だ。投稿を閲覧

した人が自社製品・サービスを認知し，興味を持ってくれ
れば，実際の行動にもつながる可能性が高くなる。SNS
を運用している企業が得られた効果をみても，「自社ウェ
ブサイトへの流入増」（30.2％）や「実店舗での来店者
数，売上高の増加」（26.7％），「ECでの売上高増加」

（9.5％）が挙げられている（図表5）。鹿児島県よろず支
援 拠 点 の 森 友 伸 和 チーフコーディネーターは

「Instagramで得た一元客（一度きりの顧客）を公式
LINEに誘導し，固定客（リピーター）やファンへ転換させ
るのもSNSマーケティングとして有効」と話す。広く情報を
発信できるInstagramで興味をもってもらった顧客をク
ローズドな環境の公式LINEに登録してもらうことで，顧
客の属性や行動履歴に基づいたセグメント配信を行う
ことが可能となる。結果として「効率的な情報発信と中
長期的な売上高増加に加え，顧客との良好な関係構築
が期待できる」（森友氏）。

（3）採用活動での利用　　　　　　　　　
　人手不足や少子化が深刻になる中，県内企業の多く
が人材確保に苦慮している。SNSの運用目的として「採
用活動（新卒・中途採用）」との回答も38.8％に上り，
SNSによる認知度向上の効果は一般の消費者向けだ
けではなく，採用面でも期待されている（図表4）。中島氏
は「若い人にリーチできるSNSで自社の職場の様子や仕
事内容などのリアルな情報を発信することで，まず興味
を持ってもらうことができる。さらに入社後のミスマッチを
減らすことにもつながり，人材の定着効果も高まる」と話
す。SNSを運用している企業等でもSNS運用の効果とし
て「採用応募の増加」を挙げる割合が15.5％となってい
る（図表5）。　　　　　　

（4）デジタルの利点をフル活用　　　　　　
　SNSの特徴であるデジタルの利点をフル活用した
SNS運用も増えている。地理的な制約を超えることがで
きるのもデジタルの強みの一つであり，投稿内容は，県外
だけではなく，海外へも発信される。そのため，ECサイト
などを活用した販路拡大ニーズにも対応できる。またコロ
ナ禍以降，急速に進展したデジタル化により，広告チラシ

　SNS運用は自社の認知度向上や売り上げ増に寄与
する可能性をもつツールであるが，ターゲットを明確にし，
タイムリーな投稿ができないと，効果が出にくい。また，活
用方法を誤ると，負の影響を与えてしまう諸刃の剣にな
りかねない。富田氏によると，「SNSで新商品の情報を投
稿した際に，予想を上回る反響があり，逆に欠品を起こ
してしまった事例もある」という。また，不定休がある飲食
店などでは，店休日の告知の掲載を失念した日にユー
ザーがたまたま来店した場合，「インスタに店休日を投稿
していない」とコメントを入れられ，ネガティブな印象が広
がることにもなりかねない（中島氏）。さらに投稿が滞る
と，「この店舗は営業していないのでは」と思われるリスク
もある。SNSを運用する際は，情報を受け取る側がどの
ような情報を求めているのかの視点を常にもち，この情
報を発信したらどのような事態が起こりうるかを想定した
うえで入念な準備を行う必要がある。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

　前述のとおり，企業等のSNS運用は「アカウントを持っ
ているだけ，投稿するだけ」の状況から，SNSを戦略的・
効率的に運用を目指す段階に移行している。また，SNS
を運用しないこと自体が「選ばれないリスク」となると言っ
ても過言ではない状況となっている。さらに，SNSは広報
や営業，総務（人事採用）などの複数の役割をこなして
くれる頼もしい存在であり，企業経営における必須の
ツールとして位置づけられつつある。
　企業等によるSNS運用は，単なる情報発信の枠を超
え，顧客との信頼関係を築く戦略的手段へと進化してい
る。目覚ましい進化を遂げるAI（人工知能）も既にコンテ
ンツ作成や炎上などのリスクヘッジで活用されており，今
後もSNS運用において重要な役割を果たすと考えられ
る。SNSの運用はフォロワー数だけではなく，「いいね！」や
コメント数などエンゲージメント率なども重視しつつ，ター
ゲットを明確化して効率的な質の高い運用を目指すこと
が求められるフェーズにきている。

（九州経済研究所 経済調査部　新川 真吾）

などの紙媒体をデジタルに移行する動きもみられ，当日
のお買い得品などの発信を行うスーパーなどの小売店
も増えた。効果的な情報発信が可能で，費用も抑えられ
るSNSを従来の紙媒体の広告の代替として利用してい
るケースが増えている。紙媒体では難しい機動的な情
報発信が可能になり，不定休である飲食店などが休業
日を案内したり，突発的なセールを告知したりする際にも
広く活用されている。SNSを運用している企業等が挙げ
た効果にも「機動的な情報発信が可能」（23.3％），「広
告宣伝費の抑制」（20.7％）が挙げられている（前頁図
表5）。　　　　

（5）自社の強みを見直すきっかけにも　　　
　企業などが認知度向上やブランディングなどにSNSを
活用する中で，社内にも思わぬ形で良い影響を及ぼす
ケースがあるという。鹿児島県よろず支援拠点の坪山幸
氏によると，「自社の強みや商品・サービスの魅力を外部
に向けて伝えるためには，まず発信側の人間がそれを
しっかり把握しないといけない。そのために，企業等が自
社の強みや魅力をあらためて考える，または見直すきっ
かけにもなっている」と話す。　　　　　

　企業等のSNS運用が広がる中，個人は企業や店舗
のSNSについてみてどのような受け止め方をしているの
かを調査した。「日常的にチェックしている媒体」として
SNSを挙げた人に企業・店舗のSNS を見て行動したこ
とを尋ねたところ，「その企業・店舗に実際に足を運ん
だ」が56.1％と最も多く，「その企業・店舗のECサイトで
商品・サービスを購入した」（42.7％），「クーポンを利用し
た（41.6％），「イベントに参加した」（34.0％）が続いた（図
表6）。個人が企業等から情報を収集する手段として
SNSを活用する中で，企業等を認知し，興味を持てば，
実際の消費行動につながっていることが分かる。　　

　また，企業・店舗のSNSに期待することは，「商品・
サービス情報」が82.5％と最も多い。次いで「割引クーポ
ンの配布」（73.4％），「セールの情報」（64.3％）の順と
なっており，企業等がSNSで発信する商品・サービスや
セールなどの情報に注目し，期待を寄せていることが分
かる。

　ただ，企業等のSNS運用の流れが広がるなか，とりあ
えず運用を始めてみた企業等も多く，SNS運用の継続
や効果についての課題も顕在化してきている。企業等か
らのSNS運用に関する相談を受ける鹿児島県よろず支
援拠点の坪山氏は「SNSを運用する企業が増え，アカウ
ントを持っていない状態のゼロからの相談はほとんどなく
なった。今はどのように発信したら投稿内容を認知しても
らえるか，効果が出てくるかなど，運用する上での様々な
局面における悩みが増えている」と話す。また，同拠点の
森友氏によると「最近ではアカウントのなりすましや乗っ
取りなどの相談も増えてきた」といい，運用における課題
や悩みは多様化している。
　とりわけ最近多いのが「どのようにしてSNSの発信を
継続していくか」という相談である。坪山氏は「SNSは継
続していけるかがカギとなるが，そこが一番難しい」と話
す。SNSを運用している企業等にどのような課題がある
か尋ねたところ，「担当人員不足，体制が整っていない」
が60 .3％，「ノウハウ不足（企画，撮影，編集など）」

（56 . 0％），「コンテンツ作成環境が不足，未整備」
（31.9％）が多くなっている（図表7）。「アカウントをもって
SNSを運用する予定はない」と回答した企業（前頁図表
2参照）が運用をしない理由でも「業種的に関係・必要
がないから」（53.2％）のほかに，「担当人員不足，体制
が整っていない」（40.4％），「サイバー攻撃，アカウントの
なりすまし，乗っ取り，個人情報漏洩などのリスク」
（38.3％），「ノウハウ不足（企画，撮影，編集など）」
（34.0％）が上位に挙げられている（図表8）。SNSを運用

必要性が高まってくる」と話す。　

　SNSを運用する他社と差別化を図るため，SNS広告や
インフルエンサー活用が選択肢として広がる可能性もあ
る。SNS広告やインフルエンサーの活用状況を尋ねたとこ
ろ，「インフルエンサーへの投稿依頼，SNS広告のどちらも
行っている」（6.8％），「SNS広告のみ行っている」（16.4％）
となった（図表11）。本県ではまだ浸透はしていないが，坪
山氏は，「SNS広告は利用者の属性を絞り込んで出稿す
ることができるとともに，届けたい情報を確実に，またタイム
リーに届けられる有効なツール。予算に応じた効率的な広
告出稿も可能で，紙媒体の広告からシフトし，効果が出て
いるところもある」と話す。　　

　企業等のSNSの運用が広がる中，効果をあげている
SNSの特徴として，富田氏は図表12のように大きく5つの
要素を挙げる。SNSはシェア機能による情報拡散力という
他のメディアにはない大きな特性がある。また，これまでは
テレビ，新聞などのマスメディアやホームページなどを通じ
た企業等からの一方的な情報発信だったのが，「いい
ね！」やコメント，シェア等のリアクションやDMなどでのやり
取りを通じた発信者と受信者の双方向のコミュニケーショ
ンが可能になっている。一方，SNSサービスは次頁図表13
のようにサービスごとに特徴も異なる。こうした点を踏まえる
と，目的や必要に応じて複数のサービスを併用するなど、
SNSそのものの特性や各サービスの特徴を把握したうえ
でSNS活用戦略を策定できるかがSNS運用の成功のカ
ギを握る。　　　　　　　　

している企業が求めている支援も「ノウハウ（企画，戦略な
ど）」（47 . 4％），「コンテンツ作成（撮影，編集など）」
（37.9％）が多く挙げられている（図表9）。こうした課題が，
SNSの運用を開始するにあたって，また継続した運用を
行うにあたって，大きな壁となっている。

　前述のとおり，SNS運用の必要性を感じながらも，運用
を継続していくための体制やコンテンツ作成などノウハウ
不足に頭を悩ませる企業等が増えている。　　　
　一方で，SNSの運用体制については約7割（71.6％）が

「自社で運営」しており，「外部委託」は5.2％，「自社運営と
外部委託の併用」は22 . 4％となっている（図表10）。
CoCoDigiの富田氏は「県内でSNS運用を専任で行う担
当がいる企業等はほとんどないのではないか。多くが通常
業務と兼務しながらSNSを運用している」と話す。総広の
中島氏は、「自社で不足するコンテンツ作成やノウハウなど
は自社外のリソースを活用して補う必要がある。興味を
持ってもらえるような質の高いコンテンツを作成し，他社と
の差別化を図り，SNS運用における多種多様な課題を解
決するために，豊富なノウハウをもつプロへの外部委託に

企業経営の必須のツールにSNS運用は諸刃の剣

図表13　SNSサービスの利用者数と特徴

特徴

特徴
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九州経済研究所は鹿児島銀行のグループ会社のシンクタンクです。

九州経済研究所

詳細はこちら

経営コンサルティング
接遇，人事制度構築，ＢＣＰ策定など

各 種 セ ミ ナ ー

講 師 派 遣

新入社員・中堅・経営幹部向けの階層別セミナー，
マネジメントスキル，営業・マーケティング，
経理・会計などのビジネスセミナー

（オーダーメイド研修）
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賃上げ対応の実務と賃金管理

業務改善と仕事の効率化

決算書の読み方

管理職基礎コース

営業担当者養成講座

人事考課の基礎と実施のポイント

チームレジリエンスアップセミナー

上司と部下のコミュニケーション

資金繰り表作成入門

(月)

(火)

(水)

（火・水）

（木・金）

（火）

（水）

（金）

（火）

資料）CoCoDigi 富田氏への取材や各記事などをもとに当研究所作成

Instagram
画像や動画など視覚的なコンテンツがメイン
で、商品や企業イメージなどが伝わりやすい
ストーリーズやDM(ダイレクトメッセージ），
リール動画を通じた気軽なやりとりが可能
若年層にリーチできる　　　　　
ハッシュタグやキーワードで検索可能

約7,370万人YouTube
全世代で高い利用率を誇る　　　
企業紹介動画，商品の使い方説明、技術紹介等，詳し
い情報を伝えたい場合に活用　　　　　　　　　　
コンテンツ作成のハードルは高いが，一度作った動画
が長期的な資産に　　　　　　　　　　　　　
エンターテインメントから専門性の高いチャンネル
まで様々　　　　　　　　　　　　　　　　　

LINE
全年代でアクティブユーザーが多い
確実に情報を届けられる圧倒的なリーチ力

クーポン配信，予約受付，セール情報など直接的な来
店，購買促進に活用　　　　　　　　　　　　　　

企業と個人のトークのやり取りは他のSNSと異なりクロ
ーズドな環境のため，既存顧客との関係維持に効果的

TikTok
短尺動画市場の拡大とアルゴリズム刷新により，若い
層を中心に浸透　　　　　　　　　　　　　　　　

うまく活用できれば，短期間で大きな拡散が期待できる
投稿を参考にして購入するユーザーが多い　

バズることを狙ったショート動画　　
動画編集のスキルやトレンドをつかむセンスが求めら
れる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Facebook
実名・顔写真の登録による信頼性　

他のSNSと比較してややフォーマル

「いいね」をしてくれた人に継続的に情報を届けられる
企業のホームページとして利用できるツールなどビジ
ネスに特化した機能が豊富　　　　　　　　　　　

X (旧：Twitter)
ニュースや話題が頻繁に投稿され，リアルタイム性（
即時性）が強い　　　　　　　　　　　　　　　　
他のSNSに比べて拡散力が強い　
イベント告知，キャンペーン情報，臨時休業のお知ら
せなど速報性が求められる情報の発信に向いている

長文投稿が可能で，詳細な情報発信が可能
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約6,800万人
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編 集 後 記鹿児島市医報投稿規程

　投稿者は原則として，鹿児島市医師会会員とする。ただし本会あるいは編集委員会が必要と認め執筆を依頼した
もの及び各種部会・委員会が事務局担当者へ執筆を依頼したものに関してはその限りではない。

投稿資格

この規程の変更は本編集委員会の議決及び鹿児島市医師会理事会の承認を要する。
この規程は平成１７年２月７日から施行する。
この規程は平成１９年４月５日から一部改正施行する。
この規程は平成１９年１１月１６日一部改正。投稿規則８項の施行は平成２０年４月１日とする。

附　則

原稿の採否,掲載コーナーについては編集委員会で決定する。

原稿分量は原則として【別表１】のとおりとする。

図・表・写真を掲載する場合はサイズを文字数に換算して【別表２参照】原稿分量の規程範囲内に収めることと
する。ただし,編集委員会から依頼した場合はその限りではない。

原稿は原則として返却しない。（写真・ＣＤ・フラッシュメモリ等は返却する。）

他の文献を引用する場合は,原稿中にその旨明記しなければならない。
また,その際に著作権料が発生する場合は,原則として投稿者本人の負担とする。

論文に関する投稿は,人権及び動物愛護,個人情報保護法に十分配慮しなければならない。

「鹿児島市医報」に掲載された原稿の著作権は,鹿児島市医師会に帰属する。他誌に転載する場合には,編集委
員会及び理事会の議を経ることとする。

「鹿児島市医報」に掲載された記事の別刷りを希望する場合は経費の実費（全額）を執筆者負担とする。

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

投稿規則

コーナー

論説と話題

医療トピックス

学      術

思 う こ と

随筆・その他

鹿市医図書室

区・支部だより

各種部会だより

各 種 報 告

3，000字以内・医報２頁

3，000字以内・医報２頁

6，000字以内・医報４頁

3，000字以内・医報２頁

6，000字以内・医報４頁

1，500字以内・医報１頁

1，500字以内・医報１頁

1，500字以内・医報１頁

1，500字以内・医報１頁

原稿分量
【別表１】

約５cm 

約7cm 

約9.５cm 

約14.５cm 

基　本　形
約２００字

半頁の大きさ
約７５０字

【別表2】

大寒を迎え，一年で最も寒さが厳しい季
節となりました。世間では解散・総選挙の
決定に永田町が揺れ，医療界は 2026 年度
の診療報酬改定を目前に控え情報が錯綜す
る日々が続いています。日々の診療に追わ
れているとつい目の前のことに心を奪われ
そうになります。しかし，ふとした瞬間に
外に目を向けると暖かな陽射しの日もあ
り，確実に春が近づいていることを実感し
ます。目まぐるしく変化する医療情勢の
真っ只中にいますが，しっかりと足元を見
つめ，柔軟に，そして力強く前へ進んでい
きたいものです。

さて，本号の「挨拶」では，鹿児島大学
眼科学教室教授に就任された寺﨑寛人先生
より，地域医療との連携と教室の持続可能
な発展に向けた力強い決意をご寄稿いただ
きました。また，「論説と話題」では受賞
祝賀会の報告，医師・薬剤師・看護の連携
を深める四医師会病院連絡懇談会，横浜で
の第 56 回全国学校保健・学校医大会，そ
して厚生労働省医政局長・森光氏を招いて
の九州医師会連合総会のご報告です。
「学術」コーナーは臨床に直結する貴重

な知見が満載です。九州大学の須藤 信行
先生らによる「腸内細菌とストレス関連疾
患」 では，脳腸相関の視点からの心身の健
康を紐解いていただき，非常に興味深く拝
読しました。また，橋元 慎一先生の「膵
癌早期診断を目指した日常診療」，皮膚科
領域からの「神経線維腫症 1 型」 や「水痘・
帯状疱疹」 の最新知見は，専門外であって
も日常診療の中で「疑う目」を持ち，適切
なタイミングで専門医へ繋ぐための重要な
指針となります。「糖尿病医療連携体制講
習会」 や「子宮頸がんワクチン」 に関する
報告も併せ，多領域に関する知見が得られ
ました。

紙面を彩る「特集 誌上ギャラリー」 で

は，この 1 年間の表紙絵や会員の皆様の作
品を拝見し，医療の現場とはまた違った先
生方の豊かな感性に触れることができまし
た。「随筆・その他」のリレー随筆は，塩盛 
一晃先生の「出会いと決意」です。強い意
志をもった医師としての歩みに，初心を思
い出しました。

各支部からの報告も活発で，顔の見える
連携の温かさを感じます。

本号の結びに，伊藤先生の「弔辞」 を掲
載いたしました。先人のご功績を偲び，心
より哀悼の意を表します。先生方が築き上
げてこられた医療の灯をしっかりと受け継
ぎ，次世代へと繋いでいかねばと感じます。

私自身，医師として，一人の人間として，
人生の後半戦をどう豊かに生きるかを考え
る機会が増えました。変化を恐れず，荒波
すらも楽しみながら，学び続け，そして時
にはリセットしながら，患者さんと共に健
やかで彩りある未来を創っていければと
願っております。

寒暖差の激しい折，会員の先生方におか
れましては益々のご活躍をお祈り申し上げ
ます。

（副編集委員長　ウェレット 朋代）

企業等によるSNSの運用は増加傾向にある。鹿児島
県における企業等のSNS運用は10年ほど前までは先進
的な飲食店や若手経営者の一部が試験的に導入する
ケースがある程度で，「SNSは若者がするもの，ビジネス
に関係がない」という認識が一般的だった（図表1）。そ
の後，ショート動画などが若者を中心に人気を博し，
Instagramの運用を開始する企業等が出てきたが，そ
れでも視覚的に訴求しやすいコンテンツと親和性の高い
飲食店など一部の業種による運用にとどまっていた。
　この状況を大きく変えたのがコロナ禍だった。県内で
企業等のSNSの運用支援などデジタル分野全般の講
座・セミナーを手がけるCoCoDigi代表の富田貴子氏に
よると「コロナ禍により実店舗への来客が激減したこと
で，多くの企業等がオンラインでの顧客接点を求めた。
特に飲食店では自粛期間中もSNSで情報発信を続け，
営業再開後への集客を図るところもあった」と話す。

「2022年以降，現在に至るまで“アカウントを持っている
だけ，投稿するだけ”の状況から“SNSを戦略的・効率
的に運用を目指す成熟期への移行期”となっている」

（富田氏）。　　　　　　　　　　　

　当研究所の「県内企業・業況調査」の対象先企業
に，SNSの運用状況について調査したところ，「アカウント
をもっており，発信を行っている」と回答した企業は
55 . 8％となった（図表2）。業種別にみると，小売業

（70.6％）が最も多く，個人との接点が少ない卸売業
（33.3％）を除く全ての業種で半数超がSNSを運用して
いる。また，「アカウントを持っているが，発信などはしてい
ない」（6.7％）を加えた6割強がアカウントを持っており，今
後「アカウントを持つことや，発信することを検討してい
る」企業は8.7％だった。　　　　
　SNSを運用している企業等（「アカウントをもっており，
発信を行っている」と回答した企業，以下同じ）が利用し
ているSNSサービスは「Instagram」が91.4％と最も多
く，「Facebook」（44.0％），LINE（40.5％），「YouTube」
（33.6％）が続いた（図表3）。また，SNSを運用している
企業等の73.3％が複数のサービスを利用している。　　
　　　　　　　　　　　　　

　企業等によるSNS運用増加の要因の一つに，企業等
が経営における様々なシーンでSNSを活用できることに
気づいたことが挙げられる。SNSを運用している企業等
に利用目的を尋ねたところ，「自社の知名度・認知度の
向上」が87.9％と最も多く，「自社製品・サービスの認知，
イメージ向上」（73.3％），「販促（キャンペーン，セールな
ど）」（59.5％）が続き，多様な目的でSNSが活用されてい
ることがうかがえる（図表4）。以下，SNSの活用効果を
挙げる。　　　　　　　　　　　

（1）認知度向上・ブランディング　　　　　　
　広告全般に加えSNS運用支援なども手掛ける総広

（鹿児島市）の中島慎一郎氏は「企業のSNS運用の最
大の目的はブランディング。多くの人に自社の存在を知っ
てもらいたい，また自社の商品・サービスを知ってもらい
たいとの目的でSNS運用を始める企業が多い」と話す。
競争が激化する中，SNSで他社商品・サービスとの差
別化をアピールできれば，販売などにもつなげることも可
能となる。実際，SNSを運用している企業等が得られた
効果としても「フォロワー数増加」（57.8％），「SNSを見て
問い合わせがあった」（40.5％），「ブランド認知の向上」

（37.9％）が多くなっており，一定の効果が得られていると
みられる（図表5）。　　　　　　

（2）販路拡大　　　　　　　　　　　　　
　SNSの活用は新規顧客の獲得や来店者数・売上高
の増加などを通じた販路拡大にも有効だ。投稿を閲覧

した人が自社製品・サービスを認知し，興味を持ってくれ
れば，実際の行動にもつながる可能性が高くなる。SNS
を運用している企業が得られた効果をみても，「自社ウェ
ブサイトへの流入増」（30.2％）や「実店舗での来店者
数，売上高の増加」（26.7％），「ECでの売上高増加」

（9.5％）が挙げられている（図表5）。鹿児島県よろず支
援 拠 点 の 森 友 伸 和 チーフコーディネーターは

「Instagramで得た一元客（一度きりの顧客）を公式
LINEに誘導し，固定客（リピーター）やファンへ転換させ
るのもSNSマーケティングとして有効」と話す。広く情報を
発信できるInstagramで興味をもってもらった顧客をク
ローズドな環境の公式LINEに登録してもらうことで，顧
客の属性や行動履歴に基づいたセグメント配信を行う
ことが可能となる。結果として「効率的な情報発信と中
長期的な売上高増加に加え，顧客との良好な関係構築
が期待できる」（森友氏）。

（3）採用活動での利用　　　　　　　　　
　人手不足や少子化が深刻になる中，県内企業の多く
が人材確保に苦慮している。SNSの運用目的として「採
用活動（新卒・中途採用）」との回答も38.8％に上り，
SNSによる認知度向上の効果は一般の消費者向けだ
けではなく，採用面でも期待されている（図表4）。中島氏
は「若い人にリーチできるSNSで自社の職場の様子や仕
事内容などのリアルな情報を発信することで，まず興味
を持ってもらうことができる。さらに入社後のミスマッチを
減らすことにもつながり，人材の定着効果も高まる」と話
す。SNSを運用している企業等でもSNS運用の効果とし
て「採用応募の増加」を挙げる割合が15.5％となってい
る（図表5）。　　　　　　

（4）デジタルの利点をフル活用　　　　　　
　SNSの特徴であるデジタルの利点をフル活用した
SNS運用も増えている。地理的な制約を超えることがで
きるのもデジタルの強みの一つであり，投稿内容は，県外
だけではなく，海外へも発信される。そのため，ECサイト
などを活用した販路拡大ニーズにも対応できる。またコロ
ナ禍以降，急速に進展したデジタル化により，広告チラシ

　SNS運用は自社の認知度向上や売り上げ増に寄与
する可能性をもつツールであるが，ターゲットを明確にし，
タイムリーな投稿ができないと，効果が出にくい。また，活
用方法を誤ると，負の影響を与えてしまう諸刃の剣にな
りかねない。富田氏によると，「SNSで新商品の情報を投
稿した際に，予想を上回る反響があり，逆に欠品を起こ
してしまった事例もある」という。また，不定休がある飲食
店などでは，店休日の告知の掲載を失念した日にユー
ザーがたまたま来店した場合，「インスタに店休日を投稿
していない」とコメントを入れられ，ネガティブな印象が広
がることにもなりかねない（中島氏）。さらに投稿が滞る
と，「この店舗は営業していないのでは」と思われるリスク
もある。SNSを運用する際は，情報を受け取る側がどの
ような情報を求めているのかの視点を常にもち，この情
報を発信したらどのような事態が起こりうるかを想定した
うえで入念な準備を行う必要がある。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

　前述のとおり，企業等のSNS運用は「アカウントを持っ
ているだけ，投稿するだけ」の状況から，SNSを戦略的・
効率的に運用を目指す段階に移行している。また，SNS
を運用しないこと自体が「選ばれないリスク」となると言っ
ても過言ではない状況となっている。さらに，SNSは広報
や営業，総務（人事採用）などの複数の役割をこなして
くれる頼もしい存在であり，企業経営における必須の
ツールとして位置づけられつつある。
　企業等によるSNS運用は，単なる情報発信の枠を超
え，顧客との信頼関係を築く戦略的手段へと進化してい
る。目覚ましい進化を遂げるAI（人工知能）も既にコンテ
ンツ作成や炎上などのリスクヘッジで活用されており，今
後もSNS運用において重要な役割を果たすと考えられ
る。SNSの運用はフォロワー数だけではなく，「いいね！」や
コメント数などエンゲージメント率なども重視しつつ，ター
ゲットを明確化して効率的な質の高い運用を目指すこと
が求められるフェーズにきている。

（九州経済研究所 経済調査部　新川 真吾）

などの紙媒体をデジタルに移行する動きもみられ，当日
のお買い得品などの発信を行うスーパーなどの小売店
も増えた。効果的な情報発信が可能で，費用も抑えられ
るSNSを従来の紙媒体の広告の代替として利用してい
るケースが増えている。紙媒体では難しい機動的な情
報発信が可能になり，不定休である飲食店などが休業
日を案内したり，突発的なセールを告知したりする際にも
広く活用されている。SNSを運用している企業等が挙げ
た効果にも「機動的な情報発信が可能」（23.3％），「広
告宣伝費の抑制」（20.7％）が挙げられている（前頁図
表5）。　　　　

（5）自社の強みを見直すきっかけにも　　　
　企業などが認知度向上やブランディングなどにSNSを
活用する中で，社内にも思わぬ形で良い影響を及ぼす
ケースがあるという。鹿児島県よろず支援拠点の坪山幸
氏によると，「自社の強みや商品・サービスの魅力を外部
に向けて伝えるためには，まず発信側の人間がそれを
しっかり把握しないといけない。そのために，企業等が自
社の強みや魅力をあらためて考える，または見直すきっ
かけにもなっている」と話す。　　　　　

　企業等のSNS運用が広がる中，個人は企業や店舗
のSNSについてみてどのような受け止め方をしているの
かを調査した。「日常的にチェックしている媒体」として
SNSを挙げた人に企業・店舗のSNS を見て行動したこ
とを尋ねたところ，「その企業・店舗に実際に足を運ん
だ」が56.1％と最も多く，「その企業・店舗のECサイトで
商品・サービスを購入した」（42.7％），「クーポンを利用し
た（41.6％），「イベントに参加した」（34.0％）が続いた（図
表6）。個人が企業等から情報を収集する手段として
SNSを活用する中で，企業等を認知し，興味を持てば，
実際の消費行動につながっていることが分かる。　　

　また，企業・店舗のSNSに期待することは，「商品・
サービス情報」が82.5％と最も多い。次いで「割引クーポ
ンの配布」（73.4％），「セールの情報」（64.3％）の順と
なっており，企業等がSNSで発信する商品・サービスや
セールなどの情報に注目し，期待を寄せていることが分
かる。

　ただ，企業等のSNS運用の流れが広がるなか，とりあ
えず運用を始めてみた企業等も多く，SNS運用の継続
や効果についての課題も顕在化してきている。企業等か
らのSNS運用に関する相談を受ける鹿児島県よろず支
援拠点の坪山氏は「SNSを運用する企業が増え，アカウ
ントを持っていない状態のゼロからの相談はほとんどなく
なった。今はどのように発信したら投稿内容を認知しても
らえるか，効果が出てくるかなど，運用する上での様々な
局面における悩みが増えている」と話す。また，同拠点の
森友氏によると「最近ではアカウントのなりすましや乗っ
取りなどの相談も増えてきた」といい，運用における課題
や悩みは多様化している。
　とりわけ最近多いのが「どのようにしてSNSの発信を
継続していくか」という相談である。坪山氏は「SNSは継
続していけるかがカギとなるが，そこが一番難しい」と話
す。SNSを運用している企業等にどのような課題がある
か尋ねたところ，「担当人員不足，体制が整っていない」
が60 .3％，「ノウハウ不足（企画，撮影，編集など）」

（56 . 0％），「コンテンツ作成環境が不足，未整備」
（31.9％）が多くなっている（図表7）。「アカウントをもって
SNSを運用する予定はない」と回答した企業（前頁図表
2参照）が運用をしない理由でも「業種的に関係・必要
がないから」（53.2％）のほかに，「担当人員不足，体制
が整っていない」（40.4％），「サイバー攻撃，アカウントの
なりすまし，乗っ取り，個人情報漏洩などのリスク」
（38.3％），「ノウハウ不足（企画，撮影，編集など）」
（34.0％）が上位に挙げられている（図表8）。SNSを運用

必要性が高まってくる」と話す。　

　SNSを運用する他社と差別化を図るため，SNS広告や
インフルエンサー活用が選択肢として広がる可能性もあ
る。SNS広告やインフルエンサーの活用状況を尋ねたとこ
ろ，「インフルエンサーへの投稿依頼，SNS広告のどちらも
行っている」（6.8％），「SNS広告のみ行っている」（16.4％）
となった（図表11）。本県ではまだ浸透はしていないが，坪
山氏は，「SNS広告は利用者の属性を絞り込んで出稿す
ることができるとともに，届けたい情報を確実に，またタイム
リーに届けられる有効なツール。予算に応じた効率的な広
告出稿も可能で，紙媒体の広告からシフトし，効果が出て
いるところもある」と話す。　　

　企業等のSNSの運用が広がる中，効果をあげている
SNSの特徴として，富田氏は図表12のように大きく5つの
要素を挙げる。SNSはシェア機能による情報拡散力という
他のメディアにはない大きな特性がある。また，これまでは
テレビ，新聞などのマスメディアやホームページなどを通じ
た企業等からの一方的な情報発信だったのが，「いい
ね！」やコメント，シェア等のリアクションやDMなどでのやり
取りを通じた発信者と受信者の双方向のコミュニケーショ
ンが可能になっている。一方，SNSサービスは次頁図表13
のようにサービスごとに特徴も異なる。こうした点を踏まえる
と，目的や必要に応じて複数のサービスを併用するなど、
SNSそのものの特性や各サービスの特徴を把握したうえ
でSNS活用戦略を策定できるかがSNS運用の成功のカ
ギを握る。　　　　　　　　

している企業が求めている支援も「ノウハウ（企画，戦略な
ど）」（47 . 4％），「コンテンツ作成（撮影，編集など）」
（37.9％）が多く挙げられている（図表9）。こうした課題が，
SNSの運用を開始するにあたって，また継続した運用を
行うにあたって，大きな壁となっている。

　前述のとおり，SNS運用の必要性を感じながらも，運用
を継続していくための体制やコンテンツ作成などノウハウ
不足に頭を悩ませる企業等が増えている。　　　
　一方で，SNSの運用体制については約7割（71.6％）が

「自社で運営」しており，「外部委託」は5.2％，「自社運営と
外部委託の併用」は22 . 4％となっている（図表10）。
CoCoDigiの富田氏は「県内でSNS運用を専任で行う担
当がいる企業等はほとんどないのではないか。多くが通常
業務と兼務しながらSNSを運用している」と話す。総広の
中島氏は、「自社で不足するコンテンツ作成やノウハウなど
は自社外のリソースを活用して補う必要がある。興味を
持ってもらえるような質の高いコンテンツを作成し，他社と
の差別化を図り，SNS運用における多種多様な課題を解
決するために，豊富なノウハウをもつプロへの外部委託に

企業経営の必須のツールにSNS運用は諸刃の剣

図表13　SNSサービスの利用者数と特徴
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経営コンサルティング
接遇，人事制度構築，ＢＣＰ策定など

各 種 セ ミ ナ ー

講 師 派 遣

新入社員・中堅・経営幹部向けの階層別セミナー，
マネジメントスキル，営業・マーケティング，
経理・会計などのビジネスセミナー

（オーダーメイド研修）

〈主な業務内容〉
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18日

24・25日

26・27日

3日

4日
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10日

各
種
セ
ミ
ナ
ー

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

賃上げ対応の実務と賃金管理

業務改善と仕事の効率化

決算書の読み方

管理職基礎コース

営業担当者養成講座

人事考課の基礎と実施のポイント

チームレジリエンスアップセミナー

上司と部下のコミュニケーション

資金繰り表作成入門

(月)

(火)

(水)

（火・水）

（木・金）

（火）

（水）

（金）

（火）

資料）CoCoDigi 富田氏への取材や各記事などをもとに当研究所作成

Instagram
画像や動画など視覚的なコンテンツがメイン
で、商品や企業イメージなどが伝わりやすい
ストーリーズやDM(ダイレクトメッセージ），
リール動画を通じた気軽なやりとりが可能
若年層にリーチできる　　　　　
ハッシュタグやキーワードで検索可能

約7,370万人YouTube
全世代で高い利用率を誇る　　　
企業紹介動画，商品の使い方説明、技術紹介等，詳し
い情報を伝えたい場合に活用　　　　　　　　　　
コンテンツ作成のハードルは高いが，一度作った動画
が長期的な資産に　　　　　　　　　　　　　
エンターテインメントから専門性の高いチャンネル
まで様々　　　　　　　　　　　　　　　　　

LINE
全年代でアクティブユーザーが多い
確実に情報を届けられる圧倒的なリーチ力

クーポン配信，予約受付，セール情報など直接的な来
店，購買促進に活用　　　　　　　　　　　　　　

企業と個人のトークのやり取りは他のSNSと異なりクロ
ーズドな環境のため，既存顧客との関係維持に効果的

TikTok
短尺動画市場の拡大とアルゴリズム刷新により，若い
層を中心に浸透　　　　　　　　　　　　　　　　

うまく活用できれば，短期間で大きな拡散が期待できる
投稿を参考にして購入するユーザーが多い　

バズることを狙ったショート動画　　
動画編集のスキルやトレンドをつかむセンスが求めら
れる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Facebook
実名・顔写真の登録による信頼性　

他のSNSと比較してややフォーマル

「いいね」をしてくれた人に継続的に情報を届けられる
企業のホームページとして利用できるツールなどビジ
ネスに特化した機能が豊富　　　　　　　　　　　

X (旧：Twitter)
ニュースや話題が頻繁に投稿され，リアルタイム性（
即時性）が強い　　　　　　　　　　　　　　　　
他のSNSに比べて拡散力が強い　
イベント告知，キャンペーン情報，臨時休業のお知ら
せなど速報性が求められる情報の発信に向いている

長文投稿が可能で，詳細な情報発信が可能

利用者数
約6,800万人

利用者数
約3,300万人

利用者数
約6,600万人

利用者数
約2,600万人

利用者数
約9,900万人

169鹿児島市医報




